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遊漁船及び瀬渡船における落水した釣り客の救助に関する意見について 

 

１．瀬渡船等の事故 

瀬渡船春日丸釣り客死亡事故（以下「本事故」という。）は、平成２８年１２月

２９日に蓋井島北西岸付近の三ノ鼻において、瀬渡船春日丸が釣り客の収容作業中、

波高約３ｍを超える波を受けたため、船体が移動して釣り客がバランスを崩して移

乗を始めた位置から低いくぼみにずり落ち、落水したことにより発生した可能性が

考えられるが、落水後の救助活動において、船長が救命浮環を投げ入れて釣り客を

本船の舷側まで引き寄せたものの、船上に引き揚げることができず、釣り客が溺死

したものである。 

一方、本事故翌日に発生した瀬渡船はいや丸の釣り客が瀬渡し中に落水して死亡

した事故では、船長が救命浮環の使用に思い至らず、また、釣り客に救命浮環の保

管場所が周知されていなかったことから、救助に際して救命浮環が使用されなかっ

たことが釣り客の溺死に関与した可能性があると考えられる。 

本事故のほか、はいや丸事故を含む平成２０年１０月から平成２９年１２月まで

に運輸安全委員会が公表した調査報告書において、遊漁船の事故等は３３０件、瀬

渡船の事故等は５４件、遊漁船と瀬渡船の衝突事故は１件であり、合計は３８５件

であった。これらの事故等のうち、釣り客に落水者が発生した事故は２６件で３８

人となっており、このうち、１３人が死亡（１１人は溺死）していた。 

 

２．落水した釣り客を救助するために必要な事項 

本事故及びはいや丸事故は、発生の状況は異なるものの、いずれも瀬渡し場所で

の乗降時に釣り客が落水し、その後、釣り客の生存が確認できていたものの、救助

することができずに溺死に至っている。また、本事故のほか、はいや丸事故を含む

遊漁船及び瀬渡船において釣り客に落水者が発生した２６件の事故の釣り客１３人

が死亡（１１人は溺死）に至っていた。 



落水者を発生させないことはもとより、仮に落水者が発生した場合でも生存率を

高めるためには、船長及び業務主任者が次の事項を実施することが必要であると考

えられる。 

(1) 瀬渡船の船長及び業務主任者は、最新の気象及び海象情報を入手し、業務

規程の内容を遵守し、岩場の巡回を行うことによって、釣り客や岩場の状況

を早期に把握することにより、岩場の乗降が困難な状況を回避すること。 

(2) 落水した場合には、浮力を得て浮いておくことが救助において重要である

ことから、瀬渡船の利用者において、使用環境に応じて型式承認品又はこれ

と同等以上の性能を有する救命胴衣等を着用し、適切に使用すること。また、

波が高く、荒い状況では、海水を誤嚥するおそれがあることから、速やかに

救助すること。 

(3) 落水者は投げ入れられた救命浮環を早期に確実につかむこと、及び乗組員

の少ない遊漁船及び瀬渡船においては、釣り客が救助活動を行う場合又は落

水した釣り客が救助されることとなった場合に備え、救命浮環の保管場所及

び使用方法を釣り客に周知すること。 

(4) 乗組員の少ない遊漁船及び瀬渡船においては、落水者の船上への引揚げを

容易にする措置として、はしご等を船内に備えること。 

(5) 訓練は、とるべき行動や意識に気付き、船内装備の改善点などの解消に結

び付けることができ、また、繰り返すことで適切な行動を体得し、安全の度

合を高めることができることから、落水者の発生を想定した定期的な訓練を

行うこと。 

本事故においては、(1)、(3)及び(4)の事項を、また、はいや丸事故においては、

(3)及び(4)の事項を実施することができず、落水した２人の釣り客が溺死に至った

ものと考えられ、本事故のほか、はいや丸事故を含む遊漁船及び瀬渡船において釣

り客に落水者が発生した２６件の事故の釣り客１３人においても、死亡に至ってい

る。 

 

３．落水した釣り客を救助するために必要な事項の措置 

２(1)～(4)の全てを確実に実施することにより、落水者を発生させないことはも

とより、仮に落水者が発生した際の生存率を高めるためのシステムが構築され、２

(5)により、そのシステムを適確に運用することができるものと考えられる。 

遊漁船及び瀬渡船が業務を行う際には、水産庁が定めた業務規程例を基に事業者

が業務規程を定めて運航されているところ、業務規程例第１５条第２項には、船長

は、海難等が発生し又は発生するおそれがあるときは、人命の安全の確保のための

万全の措置、事故の拡大防止のための措置及び利用者の不安を除去するための措置



等必要な措置をとることが定められていることから、２に示した事項を実施するこ

とについて、都道府県知事が遊漁船及び瀬渡船の事業者の指導を行う必要があるも

のと考えられる。 

 

これらのことから、当委員会は、遊漁船業の適正化に関する法律を所管する水産庁

長官に対し、運輸安全委員会設置法第２８条の規定に基づき、下記のとおり意見を述

べる。 

なお、この意見を受けて何らかの措置を講じられた場合は、その内容について、通

知方よろしくお取り計らい願いたい。 

 

記 

 

水産庁長官は、遊漁船及び瀬渡船の事業者が次の措置を講じるよう、都道府県知事

に助言するとともに、遊漁船業務主任者講習の機会を活用するなどし、これらを確実

に実施させるための手段を検討すべきである。 

(1) 瀬渡船の船長及び業務主任者は、業務規程の内容を遵守し、釣り客を渡した

岩場の定期的な巡回を行うこと。 

(2) 瀬渡船の船長及び業務主任者は、利用者に対し、使用環境に応じて型式承認

品又はこれと同等以上の性能を有する救命胴衣等の着用、適切な使用を促し、

波が高く、荒い状況では、海水を誤嚥するおそれがあることから、速やかに救

助すること。 

(3) 遊漁船及び瀬渡船の船長及び業務主任者は、利用者に対し、救命浮環の保管

場所及び使用方法を周知すること。 

(4) 遊漁船及び瀬渡船の事業者は、落水者の船上への引揚げを補助できるはしご

等を船内に備えること。 

(5) 遊漁船及び瀬渡船の事業者は、落水者の発生を想定した定期的な訓練を行う

こと。 

 

 


